
平成２７年度随意契約情報（委託料）総務部
　

契約内容の詳細については各発注課にお問い合わせ下さい。

所属名 グループ名 契約の相手方 契約件名 開始 終了 契約金額(円） 適用条項 随意契約理由

1 人事局 総務Ｓ
管理・企画
グループ

富士通　株式会社　関西支社

共済の標準報酬制移行に係
る総務事務システム及び給与
計算システム改修業務（平成
２７年度分）

20150401 20160331 119,717,600
特例政令第１０条第２
号

既に調達をした業務（総務サービス
運営業務及び給与計算システム運
営業務）に連接して行う調達で、既に
契約した相手方以外の者から調達し
たならば、既に調達した業務の便益
を享受することに著しい支障が生ず
るおそれがあるため

2 市町村 市町村
行政グルー
プ

地方公共団体情報システム
機構

住民基本台帳ネットワークシ
ステムにおける、大阪府に係
る都道府県ネットワークの監
視及び保守に関する業務

20150401 20160331 55,264,265
特例政令第１０条第１
号及び政府調達に関す
る協定第１５条第１項

特許権等排他的権利（住民基本台帳
法による総務大臣の指定を受けた指
定情報処理機関である地方公共団
体情報システム機構が調達する全国
ネットワークと一体的に監視及び保
守する必要がある業務）に係る業務
であるため

3 庁舎周辺 庁舎周辺
整備グルー
プ

公益財団法人　大阪府文化
財センター

本館耐震改修工事に伴う大
坂城跡発掘調査

20150402 20160331 34,823,520
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務(埋蔵文化財調査)が特定の者
(基準により特定された者)でなけれ
ば実施することができないものである
ため

4 人事局 総務Ｓ
管理・企画
グループ

富士通　株式会社　関西支社
配偶者同行休業制度の創設
に係る総務事務システムの改
修業務

20150401 20160331 26,892,000
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（システム改修業務）が特定の
者（総務サービス運営業務の受託
者）でなければ実施することができな
いものであるため

5 市町村 市町村
総務グルー
プ

富士通　株式会社　関西支社
選挙投開票速報システムクラ
ウド化対応業務

20150601 20160331 26,028,000
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（システムクラウド化）が特定の
者（当該システムの開発業者）でなけ
れば実施することができないもので
あるため

6 市町村 市町村
行政グルー
プ

地方公共団体情報システム
機構　西尾　勝

住民基本台帳ネットワークシ
ステムにおける都道府県サー
バ集約センターに設置してい
る大阪府に係る機器及び集
約ネットワークの運用及び監
視に関する業務

20150401 20160331 18,684,301
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（集約センターの運用監視等）が
特定の者（当該センターの運用者）で
なければ実施することができないも
のであるため

7 庁舎管理 庁舎管理
咲洲庁舎保
全グループ

サンセイ　株式会社
大阪府咲洲庁舎ゴンドラ保守
点検等業務

20150401 20160331 16,578,000
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務(ゴンドラ保守点検)が特定の者
(当該設備の製造者)でなければ実施
することができないものであるため

8 人事局 企画厚生
健康管理グ
ループ

ウェルネス・コミュニケーション
ズ　株式会社

大阪府職員健康管理システ
ム運用関係業務

20150401 20160331 14,041,404
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務が特定の者(当該システムの開
発業者）でなければ実施することが
できないものであるため
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9 人事局 企画厚生
健康管理グ
ループ

公益財団法人　大阪府保健
医療財団　大阪がん循環器
病予防センター

胃検診（２次検診・管理検診）
委託料

20150401 20160331 11,715,536
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務が特定の者(経過観察に必要な
精密検査結果の経年データを保有す
る者)でなければ実施することができ
ないため

10 庁舎管理 庁舎管理
咲洲庁舎保
全グループ

エヌ・ティ・ティ・データ・カスタ
マーサービス株式会社　関西
支社

大阪府咲洲庁舎ビル管理シ
ステム保守管理業務

20150401 20160331 9,288,000
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務(ビル管理システム保守点検)が
特定の者(当該設備の製造者)でなけ
れば実施することができないもので
あるため

11 庁舎管理 庁舎管理
咲洲庁舎保
全グループ

日本電気　株式会社　関西支
社

大阪府咲洲庁舎電話交換機
設備保守点検業務（ＮＥＣ製）

20150401 20160331 8,586,000
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務(電話交換機設備保守点検)が
特定の者(当該設備の製造者)でなけ
れば実施することができないもので
あるため

12 庁舎管理 庁舎管理
咲洲庁舎保
全グループ

西日本電信電話　株式会社
大阪府咲洲庁舎電話交換機
設備保守点検業務（日立製）

20150401 20160331 7,555,680
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務(電話交換器設備保守点検)が
特定の者(当該設備の製造者)でなけ
れば実施することができないもので
あるため

13 ＩＴ推進 ＩＴ推進
情報基盤整
備グループ

西日本電信電話　株式会社
高津データセンターオペレー
ション業務契約

20150401 20160331 6,421,680
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務が特定の者（当該施設の運営管
理者）でなければ実施することができ
ないものであるため

14 法務 法務
法規グルー
プ

株式会社　ぎょうせい
大阪府例規データベース更新
業務委託

20150401 20160331 5,488,560
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

特殊の性質（例規執務サポートシス
テムに適合する大阪府例規データ
ベースの更新）を有する業務である
ため、委託先（(株)ぎょうせい）が特定
される

15 市町村 市町村
行政グルー
プ

日本電気　株式会社　関西支
社

住民基本台帳ネットワークシ
ステム運用管理業務の委託
契約

20150401 20160331 4,772,908
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（システムの運用管理）が特定
の者（当該システムの機器提供業
者）でなければ実施することができな
いものであるため

16 庁舎管理 庁舎管理
庁舎保全グ
ループ

ＮＥＣネッツエスアイ　株式会
社　関西支社

大阪府庁舎構内電話設備保
守管理業務

20150401 20160331 4,145,040
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（構内電話交換設備の保守管
理）が特定の者（当該設備の製造業
者のメンテナンス部門）でなければ実
施することができないものであるため

17 法務 法務
法規グルー
プ

東芝ソリューション　株式会社
関西支社

大阪府電子公報システム移
行業務委託

20150430 20150630 4,141,800
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務が特定の者（当該システムの開
発業者）でなければ実施することが
できないものであるため

18 庁舎管理 庁舎管理
咲洲庁舎保
全グループ

ナブコドア　株式会社
大阪府咲洲庁舎自動ドア保
守点検業務

20150401 20160331 3,402,000
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務(自動ドア保守点検)が特定の者
(当該設備の製造者)でなければ実施
することができないものであるため
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19 庁舎管理 庁舎管理
庁舎管理グ
ループ

株式会社　クリーン工房　大
阪支店

本庁舎別館（平日昼間）にお
ける警備業務委託

20150401 20150529 2,428,488
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第６号

競争入札によって得られる価格上の
利益が入札に要する経費と比較して
得失相償わないと認められるため

20 庁舎管理 庁舎管理
庁舎保全グ
ループ

株式会社　テクノ菱和　大阪
支店

大阪府庁舎別館ターボ冷凍
機外保守点検業務

20150430 20151228 2,106,000
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第８号

競争入札に付しても入札者がないた
め

21 市町村 市町村
財政グルー
プ

地方公共団体情報システム
機構

平成２７年度市町村分普通交
付税等算定事務の電算処理
委託

20150401 20160331 2,081,700
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（市町村分普通交付税等算定業
務）が特定の者（総務省指定の地方
公共団体情報システム機構）でなけ
れば実施することができないもので
あるため

22 ＩＴ推進 ＩＴ推進
情報基盤整
備グループ

ダイキン工業　株式会社　西
日本サービス部

大阪府庁別館ＩＴ推進課冷暖
房機保守点検業務契約

20150401 20160331 1,868,400
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務が特定の者（当該設備の製造業
者）でなければ実施することができな
いものであるため

23 庁舎管理 庁舎管理
咲洲庁舎保
全グループ

ＮＥＣネッツエスアイ　株式会
社　関西支社

大阪府咲洲庁舎鍵管理シス
テム保守管理業務

20150401 20160331 1,609,200
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務(鍵管理システム保守点検)が特
定の者(当該設備の製造者)でなけれ
ば実施することができないものである
ため

24 人事局 人事
人事グルー
プ

（福）日本ライトハウス

平成２７年度大阪府職員採用
選考の問題等の点字訳並び
にこれらに付随する業務（非
常勤職員採用選考及び任期
付職員採用選考を含む）（単
価契約）

20150428 20160331 1,283,304
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務が特定の者（点字訳に関して採
用選考問題などの専門的な知識・技
術や経験を持ち、短時間で正確・適
正に対応できる者）でなければ実施
することができないため

25 庁舎管理 庁舎管理
庁舎保全グ
ループ

ヤンマーエネルギーシステム
株式会社　大阪支社

大阪府本庁舎別館自家発電
設備保守点検整備業務（１５
年目整備を含む）

20150801 20160331 75,600,000
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

この業務への参加意思表明者を公
示により募ったが、同社以外に業務
実施希望者が無かったため

26 統計 統計
人口・労働
グループ

株式会社　讀賣連合広告社
大阪府における平成２７年国
勢調査の広報実施業務

20150728 20151130 26,989,200
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（国勢調査に係る広報実施業
務）が特定の者（公募により選定され
た業者）でなければ実施することがで
きないものであるため

27 ＩＴ推進 ＩＴ推進
情報基盤整
備グループ

ダイキン工業　株式会社　西
日本サービス部

大阪府庁別館２階ＩＴ推進課コ
ンピュータ室冷暖房機予防保
全整備業務

20150801 20151231 14,904,000
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務が特定の者（当該機器の製造業
者）でなければ実施することができな
いものであるため
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28 市町村 市町村
総務グルー
プ

富士通　株式会社　関西支社
選挙投開票速報システム運
用等業務

20150724 20151127 8,899,200
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（システム運用業務）が特定の
者（当該システムの開発業者）でなけ
れば実施することができないもので
あるため

29 庁舎管理 庁舎管理
咲洲庁舎保
全グループ

三菱電機プラントエンジニアリ
ン　株式会社　西日本本部

大阪府咲洲庁舎中央監視設
備（電気）保守点検業務

20150702 20160331 3,218,400
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務(中央監視設備保守点検)が特
定の者(当該設備の製造者)でなけれ
ば実施することができないものである
ため

30 人事局 企画厚生
健康管理グ
ループ

社会医療法人　寿楽会大野ク
リニック

平成２７年度女性検診委託 20150701 20160331 1,080,756
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業者が特定の者（機器・医師等、専
門的な実施体制が整備できている医
療機関）でなければ実施することが
できないものであるため

31 庁舎管理 庁舎管理
咲洲庁舎保
全グループ

ホーチキ　株式会社　大阪支
店

大阪府咲洲庁舎放水銃消火
設備点検業務

20150724 20160325 831,600
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第１号

業務(放水銃消火設備点検)が特定
の者(当該設備の製造者)でなければ
実施することができないものであるた
め

32 契約　　　 総務委託　
総務・シス
テムグルー
プ

東芝ソリューション　株式会社
関西支社

大阪府電子調達システムに
係るシステム改修業務

20150826 20160331 74,781,360
特例政令第１０条第２
号

業務が特定の者（当該システムの開
発者）でなければ実施することができ
ないものであるため

33 人事局 総務Ｓ
管理・企画
グループ

富士通　株式会社　関西支社
社会保障・税番号制度（マイ
ナンバー）導入に係るシステ
ム改修業務（平成２７年度分）

20151130 20160331 41,420,000
特定政令第10条第1項
第2号

既に調達をした業務（総務サービス
運営業務及び給与計算システム運
営業務）に連接して行う調達で、既に
契約した相手方以外の者から調達し
たならば、既に調達した業務の便益
を享受することに著しい支障が生ず
るおそれがあるため

34 契約 総務委託
総務・シス
テムグルー
プ

東芝ソリューション　株式会社
関西支社

大阪府電子調達システムに
係るシステム改修業務（その
２）

20151211 20160331 19,985,400
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務が特定の者（当該システムの開
発者）でなければ実施することができ
ないものであるため

35 庁舎管理 庁舎管理
咲洲庁舎保
全グループ

アズビル　株式会社　ビルシ
ステムカンパニー　関西支社

大阪府咲洲庁舎中央監視設
備（空調）保守点検業務

20160201 20160325 3,519,720
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務(中央監視設備保守点検)が特
定の者(当該設備の製造者)でなけれ
ば実施することができないものである
ため

36 契約 総務委託
総務・シス
テムグルー
プ

東芝ソリューション　株式会社
関西支社
塚田　裕司

大阪府電子調達システムに
係るシステム改修業務（その
３）

20160226 20160331 6,739,200
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務が特定の者（当該システムの開
発者）でなければ実施することができ
ないものであるため
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37 ＩＴ推進 ＩＴ推進
情報基盤整
備グループ

関電システムソリューションズ
株式会社
山元　康裕

会議室予約システムの改修
業務（平成２７年度）

20160315 20160331 1,198,800
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務が特定の者（当該システムの開
発事業者）でなければ実施すること
ができないものであるため

Ｈ２７．４～５月 ２４件 円

Ｈ２７．６～７月 ７件 131,523,156 円

Ｈ２７．８～９月 １件 74,781,360 円

Ｈ２７．１０～１１月 １件 41,420,000 円

Ｈ２７．１２～Ｈ２８．１月 ２件 23,505,120 円

Ｈ２８．２～３月 ２件 7,938,000 円

合計 ３７件 円

総務部（委託料） 388,923,386

668,091,022


